
「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱 

（目的） 

第１条 只見町の貴重で優れた自然環境を保護・保全し、そうした自然環境や天然資源の持続可

能な形での利活用を通じた地域社会経済の発展を図る町づくりを推進するため、町内における

学術調査研究を実施するものを助成し、住民への学習機会の充実、各研究機関との交流の推進、

研究成果の蓄積・活用を図ることを目的として、只見町補助金等の交付等に関する規則（平成

１２年只見町規則第４号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより助成金を

交付する。 

（助成対象者） 

第２条 助成を受ける調査研究者（以下「助成研究者」という。）は、研究者及び研究グループ等

とする。 

（助成の対象分野） 

第３条 助成する調査研究の対象分野は、原則、只見町内における以下のものとする。 

（１）生態系、生物多様性の保全、再生及び活用に関する基礎研究から応用研究 

（２）歴史、民俗の保存、継承に関する研究 

（３）前号に関するシンポジウム、研究会 

（キーワード：生態系、生物多様性、豪雪地帯、雪食地形、モザイク植生、ブナ林、渓畔林、

河畔林、里地里山、河川、土壌、地質、野生動植物、魚類、生態系サービス、

持続可能な地域社会、農業、林業、内水面漁業、天然資源、伝統芸能、民話、

民具、古民家、年中行事、狩猟、山菜、入会慣行、自然エネルギー） 

（助成額） 

第４条 助成金の額は、１件について５０万円を限度とする。ただし、町長が特に認める場合は

この限りでない。 

（助成金の用途） 

第５条 助成金は、助成当該年度内における研究目的を達成するために必要なものへ使用される。 

（助成の期間） 

第６条 助成金交付決定を受けた助成研究者は、助成当該年度の３月３１日まで助成を受けるこ

とができる。 

（申請書の提出等） 

第７条 助成金の交付を受けようとする助成研究者は、次に掲げる書類を別に指定された期日ま

でに町長に提出するものとする。 

（１）「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付申請書（様式第１号） 

（２）調査研究計画書（様式第２‐１号、様式第２‐２号、様式第２‐３号） 

（３）研究業績一覧（様式第３号） 

（４）調査研究経費の支出計画（様式第４号） 

（交付決定等） 

第８条 町長は、申請書の提出があったときは、速やかに「自然首都・只見」学術調査研究助成

金交付審査会（以下「審査会」という。）において、その内容を審査の上交付決定し、申請者に

通知するものとする。 

 ２ 審査会の構成員は、町長が任命する者とする。 



（調査計画の変更） 

第９条 助成金交付決定を受けた助成研究者は、調査計画の変更をしようとするときは、あらか

じめ調査研究計画変更承認申請書（様式第５号）を町長に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

（事業実績の報告） 

第１０条 規則第１３条の規定による実績報告は、次に掲げる書類を事業の完了の日（事業の中

止又は廃止について町長の承認を受けた場合においては、承認を受けた日）から起算して１４

日を経過した日までに行うものとする。 

（１）「自然首都・只見」学術調査研究助成事業実績報告書（様式第６‐１号、６‐２号） 

     ６‐１号は、調査研究の継続を希望する場合 

６‐２号は、調査研究を完了する場合 

（２）調査研究報告書（調査研究結果がわかるもの） 

（３）調査研究経費の決算書（様式第７号） 

（支出内容が確認できる領収書又はレシートなどの写しを添付） 

（４）その他町長が必要と認める書類 

（助成金の請求及び支出） 

第１１条 助成金の支出は、助成事業が終了した後に助成金交付決定を受けた助成研究者の請求

によるものとする。 

 ２ 町長は、助成事業推進上特に必要と認めた場合においては、前項の規定にかかわらずこの

要綱に定める助成金について、概算払いの方法により助成金を交付することができる。この

場合は概算払請求書（様式第８号）によるものとする。 

 ３ 助成金の交付決定を受けた助成研究者は、助成事業が完了した場合は、前条の実績報告書

とあわせて助成金交付請求書（様式第９号）を町長に提出しなければならない。 

（会計帳簿等の整備） 

第１２条 助成金の交付を受けた助成研究者は、助成金等の収支状況を記載した会計帳簿その他

の書類を５年間保存しておかなければならない。 

（書類の提出） 

第１３条 町長は、助成金に係る予算執行の適正を期するために必要があるときは、当該者に対

し、この要綱に規定する書類のほか必要な書類の提出を求めることができる。 

（調査研究成果の発表） 

第１４条 助成研究者は、原則として助成期間中に、研究成果を中心に只見町内で一般町民向け

に報告をするものとする。 

 ２ 調査研究の成果は、町が無償で活用できるものとする。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が定める。 

附則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 



（様式第１号） 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付申請書 

 

平成  年  月  日 

 

只見町長 様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者（代表者） 

（住所） 

 

（所属） 

 

（電話） 

 

（氏名）                印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成金の交付を必要書類を添えて申し込みますので、

お願いいたします。 



（様式第２－１号） 

 

調査研究計画書（全３枚） 

 

助成金の交付を受けようとする助成研究者略歴 

１ 氏名  年齢 歳 

所属  

連絡先 〒 

 

ＴＥＬ（    ）    －     

ＦＡＸ（    ）    －     

現在 大学生（  回生）、大学院生（Ｍ  、Ｄ  ）、その他（          ） 

専門分野  

 

２ 氏名  年齢 歳 

所属  

連絡先 〒 

 

ＴＥＬ（    ）    －     

ＦＡＸ（    ）    －     

現在 大学生（  回生）、大学院生（Ｍ  、Ｄ  ）、その他（          ） 

専門分野  

 

３ 氏名  年齢 歳 

所属  

連絡先 〒 

 

ＴＥＬ（    ）    －     

ＦＡＸ（    ）    －     

現在 大学生（  回生）、大学院生（Ｍ  、Ｄ  ）、その他（          ） 

専門分野  

※欄が不足する場合は、記入欄を増やす等、適宜様式を変更して下さい。 

 

代表者氏名                   印 

 

指導教官                    印 

※学生の場合 



（様式第２－２号） 

１ 研究テーマ 

２ 研究目的（研究の背景とともに具体的に記述すること） 

３ 調査・研究方法 

 （調査地、方法、日程等） 

 



（様式第２－３号） 

４ 調査の年間スケジュール 

５ 只見町の生物多様性の保全・再生・活用あるいは歴史、民俗の保存・継承と本研

究、シンポジウム・研究会の関係について 

 



（様式第３号）      研究業績一覧     氏名           

論文・著書（本研究に関係するもの５編以内） 

講演・学会発表等（本研究に関係するもの５回以内） 

 



（様式第４号）     調査研究経費の支出計画 氏名           

 

研究助成金 総額        万円（上限５０万円）         （単位：万円） 

支出科目 予定額 内訳 

旅費 

※１ 
（ ） 

 

消耗品費 

※２ 
（ ） 

 

印刷製本費 （ ） 

 

図書購入費 （ ） 

 

講師謝礼 

※３ 
（ ） 

 

会場費 

※３ 
（ ） 

 

その他 （ ） 

 

総額 （ ） 

 

 

※１同行者を含む。 

※２消耗品は単価が 1 万円未満の物品をいいます。 

※３シンポジウム、研究会に限る。 

※４研究費の総額が助成金額を超える場合は、各科目の（ ）の中に総額を書き込んでください。 



（様式第５号） 

平成  年  月  日 

 

 只見町長 

代表者氏名        印 

 

調査研究計画変更承認申請書         

  下記により、平成  年度「自然首都・只見」学術調査研究計画を変更したいの

で、「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第９条の規定により承認され

たく申請します。 

 

記 

 １ 補助金交付年月日及び指令番号 

   平成  年  月  日付只見町指令第  号 

 

 ２ 変更理由 

 

 

 ３ 変更調査研究計画の内容 

 

変更前 変更後 

  

 

 

 

 

 



（様式第６-１号） 

平成  年  月  日 

 

 只見町長 

 

代表者氏名        印 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成事業実績報告書（当該年度研究成果） 

 平成  年度において「自然首都・只見」学術調査研究助成事業を別紙のとおり実

施したので「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第１０条の規定により、

以下にその実績を報告します。 

           

１．調査研究期間：        

  平成  年  月  日～平成  年  月  日   

2．調査研究者（所属）：       

           

3．キーワード ：        

           

4．研究目的：          

 （１）調査研究期間を通じての達成目標     

    

 （２）当年度の研究計画（達成目標）     

           

5．当年度の研究成果： 

 

6．発表業績：論文、研究発表会等       

※論文掲載雑誌、発表会要旨等の発表業績がわかる資料を添付してください（コピー可）。 

※欄が不足する場合は、記入欄を増やす等、適宜様式を変更して下さい。   

       

7．次年度の研究計画（達成目標）：      

           

8．その他：          

番号 著者名（発表者） 成果発表のタイトル等 誌名、巻号頁、発表学会名 発表、 

発行年月 

1         

2         

3         



（様式第６-２号） 

平成  年  月  日 

 

 只見町長 

 

代表者氏名        印 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成事業実績報告書（完了、事後評価） 

 平成  年度において「自然首都・只見」学術調査研究助成事業を別紙のとおり実

施したので「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第１０条の規定により、

以下にその実績を報告します。 

 

記 

１．調査研究期間：        

  平成  年  月  日～平成  年  月  日 

2．調査研究者（所属）：       

           

3．キーワード：        

           

4．研究目的(期間を通じた達成目標）      

          

5．終了年度の成果        

          

6．全期間にわたる成果の概要 

 

7．成果のとりまとめと利活用        

           

8．発表業績：論文、研究発表会等 

※論文掲載雑誌、発表会要旨等の発表業績がわかる資料を添付してください（コピー可）。 

※欄が不足する場合は、記入欄を増やす等、適宜様式を変更して下さい。  

 

9．残された問題点        

         

10．次期課題         

    

11．その他  

番号 著者名（発表者） 成果発表のタイトル等 誌名、巻号頁、発表学会名 発表、発行年月 

1         

2         

3         



（様式第７号）      調査研究経費の決算書  氏名           

 

研究助成金 総額        円               （単位：円） 

支出科目 決算額 内訳 

旅費 （    ） 

 

消耗品費 （    ） 

 

印 刷 製 本

費 
（    ） 

 

図 書 購 入

費 
（    ） 

 

講師謝礼 （    ） 

 

会場費 （    ） 

 

その他 （    ） 

 

総額 （    ） 

 

※１ 研究費の総額が助成金額を超える場合は、各科目の（ ）の中に総額を書き込

んでください。 

※２ 支出内容が確認できる領収書又はレシートなどの写しを調査実施日など支出

した年月日ごとに整理して添付してください（別紙のレシート、領収書用台紙を

使用して下さい）。 



（様式第８号） 

平成  年  月  日 

 

   只見町長 

 

代表者氏名        印 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成金概算払請求書 

平成  年  月  日付只見町指令第  号で交付決定のあった助成金につい

て、「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第１１条第２項の規定により助

成金        円を概算払によって交付されたく請求します。 

 

記 

平成  年  月  日現在 

助成金額 
今回請求額 残額 事業完了 

予定年月日 
備考 

金額 出来高 金額 出来高 

     

  ％ 

    

  ％ 

  

※概算払請求額は千円単位とします。 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第９号） 

平成  年  月  日 

 

   只見町長 

 

代表者氏名        印 

 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付請求書 

 平成  年  月  日付只見町指令第  号で交付決定のあった助成金につい

て、「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第１１条第３項の規定により助

成金        円也を請求します。 

 

 

請 求 額             円 

 

内訳 

交付決定額 受領済額 今回請求額 残額 備考 

円 円 円 円  

 



（記入例） 

（様式第６-１号） 

平成  年  月  日 

 

 只見町長 

 

代表者氏名        印 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成事業実績報告書（当該年度研究成果） 

 平成  年度において「自然首都・只見」学術調査研究助成事業を別紙のとおり実

施したので「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第１０条の規定により、

その実績を報告します。 

 

           

１．調査研究期間：平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日 

          

2．調査研究者（所属）：只見 太郎（只見）*、南会津 次郎（会津）  

          

3．キーワード ：人工林地帯、渓畔林、水辺林再生、天然更新  

          

4．研究目的：          

 （１）調査研究期間を通じての達成目標      

人工林化した水辺域において、天然更新により広葉樹からなる水辺林を修復・

再生する技術の開発  

 （２）当年度の研究計画（達成目標）     

 人工林化が進んだ林業地帯における水辺林の実態を調査し、天然更新による   

水辺林の修復・再生手法を検討するとともに、渓畔林再生のモデル試験地を選

定し、具体的な試験設計、実施を準備する。    

 

5．当年度の研究成果： 

（１）林業の活動状況とそれにともなう水辺域における土地利用が異なる福島県只見

町、長野県安曇野市、岐阜県中津川市などの水辺林を踏査した結果、林業活動が活発

な地域ほど水辺域における人工林化が進み、また、天然更新による水辺林再生の足が

かりとなる残存広葉樹および広葉樹林分が少ないことが明らかとなった。（２）水辺

林再生のための技術開発を計画する関東森林管理局森林技術センターの水辺林再生

事業地に隣接する小集水域（120ha）において、１０ｍDEM を使った地形解析を行

った結果、水辺域（谷底氾濫原）の全集水域面積に占める割合は・・・・であった。 

（２）・・・・ 

 



6．発表業績：論文、研究発表会等      

          

   

 

7．次年度の研究計画（達成目標）：       

本年度選定した水辺林再生試験地（横山国有林：茨城県高萩市下君田）において、

強度間伐（誘導伐）後の林床植生の変化、種子散布量、高木性広葉樹の更新初期過程

を調査する。 

          

8．その他：          

＜注意＞・研究に使用した試験地名称、新規購入機械等も記載する。国有林を使用

した場合は必ず記述する。 

・その他、特記すべきことを記載する。本研究の試験地として主に使用するのは、

関東森林管理局森林技術センターが水辺林再生事業を行っている茨城森林管理署管

内の横山国有林（林班小班）である。当該事業については、この間、群落動態研究室

が助言・指導を行ってきた。       

  

 

番

号 

著者名（発表者） 成果発表のタイトル等 誌名、巻号頁、発表学会名 発表、 

発行年月 

1    ・課題全体としての原著論

文・特許について業績一覧を当

該年度について記載する。原著

論文に限らず、キーとなる学会

発表を記載しても良い。 

・委託課題の成果も書き込むこ

と 

    

2         

3    これ以上ある場合は行を追加

する。 

    



（記入例） 

（様式第６-２号） 

平成  年  月  日 

 

 只見町長 

 

代表者氏名        印 

 

「自然首都・只見」学術調査研究助成事業実績報告書（当該年度研究成果） 

 平成  年度において「自然首都・只見」学術調査研究助成事業を別紙のとおり実

施したので「自然首都・只見」学術調査研究助成金交付要綱第１０条の規定により、

その実績を報告します。 

 

１．調査研究期間：        

  平成 24 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日 

2．調査研究者（所属）：       

  只見 太郎（只見）*、南会津 次郎（会津）    

3．キーワード：        

           

4．研究目的(期間を通じた達成目標）      

          

5．終了年度の成果        

＜注意＞ 

「終了年度の成果」は終了年度単年度の年度計画に対する進捗状況（成果）を記入す

る。          

         

6．全期間にわたる成果の概要      

＜注意＞ 

・研究全期間における研究成果の概要を記載する。 

・「成果を何処に伝えるか」の説明にも配慮する。    

          

7．成果のとりまとめと利活用        

＜注意＞ 

・研究項目に対する貢献を一つのストーリーとして簡潔にとりまとめる。その際、得

られた成果に対してその意義を自己評価する視点が重要である。 

・政策への反映・民間への技術移転等に関する成果が得られた場合には、必ず記載す

る。 

   

 

         



8．発表業績：論文、研究発表会等      

          

9．残された問題点     

＜注意＞ 

「残された問題点」では今後の処理方策を記載する。    

      

10．次期課題    

＜注意＞ 

「次期課題」は、本研究を受けて行う次期課題（実行課題又はプロジェクト）があれ

ば、その課題番号と課題名を記入する。     

      

11．その他       

＜注意＞ 

・研究に使用した試験地名称、新規購入機械等も記載する。国有林を使用した場合は

必ず記述する。 

・その他、特記すべきことを記載する。     

       

番

号 

著者名（発表者） 成果発表のタイトル等 誌名、巻号頁、発表学会名 発表、 

発行年月 

1    ・課題全体としての原著論

文・特許について業績一覧を当

該年度について記載する。原著

論文に限らず、キーとなる学会

発表を記載しても良い。 

・委託課題の成果も書き込むこ

と。 

    

2         

3     これ以上ある場合は行を追

加する。 

    



（レシート、領収書用台紙 1/ ） 

 

調査・シンポジ

ム等期間 

目的 日付 支出科目 使途 金額 小計 

 

 

（例： 

2014.7.7-7.9） 

 

 

 

（例：只見調査） 

 旅費 （例：ガソリン代）  

 

 旅費 （例：宿泊代）  

 消耗品費 （例：テープ）  

    

※適宜様式を変更して下さい。 

※以下にレシート、領収書を貼りつけてください。 

 

 

 



（レシート、領収書用台紙 2/ ） 

 

調査・シンポジ

ム等期間 

目的 日付 支出科目 使途 金額 小計 

 

 

（例： 

2014.8.9-8.14） 

 

 

 

（例：只見調査） 

 旅費 （例：ガソリン代）  

 

 旅費 （例：宿泊代）  

 消耗品費 （例：テープ）  

    

※適宜様式を変更して下さい。 

※以下にレシート、領収書を貼りつけてください。 

 

 

 



（レシート、領収書用台紙 3/ ） 

 

調査・シンポジム

等期間 

目的 日付 支出科目 使途 金額 小計 

 

 

（例： 

2014.11.2-11.4） 

 

 

 

（例：研究会） 

 講師謝礼 （例：講師謝礼）  

 

 会場費 （例：会場費）  

    

    

※適宜様式を変更して下さい。 

※以下にレシート、領収書を貼りつけてください。 

 


